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保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金について 

 

１ 趣旨 

（１）平成29年地域包括ケア強化法において、高齢者の自立支援・重度化防止等に向け

た保険者の取組や都道府県による保険者支援の取組が全国で実施されるよう、ＰＤＣ

Ａサイクルによる取組を制度化 

（２）この一環として、自治体への財政的インセンティブとして、市町村や都道府県の

取組の達成状況を評価できるよう客観的な指標を設定し、高齢者の自立支援、重度化

防止等に関する取組を推進するための保険者機能強化推進交付金を創設 

（３）令和２年度では、介護予防の位置付けを高めるため、保険者機能強化推進交付金に

加え、介護保険保険者努力支援交付金（社会保障の充実分）を創設し、介護予防・健康

づくり等に資する取組を重点的に評価することにより配分基準のメリハリ付けを強化 

 

２ 令和元年度における大田区の評価結果と交付額について 

（１）評価結果 605点（満点は 692点）、得点率 87.4% 

（２）交付内示金額 109,730,000円 

 

３ 令和二年度(2020)の主な変更点 

（１）予算額 400億円（令和元年度予算額 200億円） 

   内訳：保険者機能強化推進交付金  ：200億円 

     介護保険保険者努力支援交付金：200億円（社会保障の充実分として創設） 

（２）指標の内容（見直しの主な内容） 

  ●予防・健康づくりに係る取組の重視 

  （保険者機能強化推進交付金による評価指標による加点と、同一指標で特に重要な

予防・健康づくりの項目を保険者努力支援交付金の加点とするダブルカウント方式） 

  ●アウトカム指標等の拡充 

  ●全国上位自治体の評価にあたり４段階評価により精緻化（通いの場への参加率等） 

   ●自治体規模（第一号被保険者数）別の評価の導入  

（３）スケジュール 

※ 各自治体は令和３年度の交付金配分額を本年度中に把握することができる見込み

のため、次年度当初予算への計上が可能となる。 
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４ その他 

第８期計画においては、保険者機能強化推進交付金等を活用した施策の充実・推進につ

いて記載することが求められる。（一般会計による介護予防等に資する独自事業等） 

 

５ 令和元年度における交付額等について 

・ 国予算 200億円（うち都道府県分が 10億円のため区市町村分は 190億円） 

・ 交付額の算定方法 

各区市町村の交付額＝予算総額× 

当該区市町村の評価点数 ×  

当該区市町村の第１号被保険者 

（各区市町村の評価点数 × 

各区市町村の第１号被保険者）の合計 

 

（令和元年度 保険者機能強化推進交付金 評価結果） 

 

 


